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The purpose of this study is to investigate possible social demands and issues surrounding elementary 
school special classes for intellectual disabilities. The literature review revealed that there existed 
social demands such as reasonable accommodation, inclusive education, exchange and collaborative 
learning, and universal design. On the other hand, there is a possibility that the teachers are too busy in 
general to accommodate these social demands. Furthermore, there are no Course of Study or approved 
official textbooks for such special classes. Therefore, this paper argues that there is possibility that their 
suitable teaching materials are not suitable for the students. 

1.はじめに 
学校教育法施行規則第 138 条では特別支援学級の

教育課程に関して，「小学校若しくは中学校又は中等

教育学校の前期課程における特別支援学級に係る教

育課程については，特に必要がある場合は，（中略）

特別の教育課程によることができる。」と定めている。

その中でも知的障害特別支援学級は文部科学省

(2013)によれば，「知的発達の遅滞があり，他人との

意思疎通に軽度の困難があり日常生活を営むのに一

部援助が必要で， 社会生活への適応が困難である程

度」の児童生徒を対象とした学級である。 

このように知的障害特別支援学級とは，主に通常

の小中学校内に設置され，比較的軽度の知的障害を

もった児童生徒が在籍する学級である。特別支援学

級では一般の小中学校の教育課程を基本としつつ特

別支援学校の教育課程を参考とした特別の教育課程

に基づいて教育がなされる。 

 特別支援学級に在籍する児童数は近年増加の一途

をたどり，平成 21 年には平成 10 年の二倍を超えた

(河村, 2011) 。また，他の障害種と比べ，知的障害

特別支援学級に在籍する児童生徒は比較的多く，特

に小学校では全国で 6 万人以上の児童が在籍してい

る(文部科学省, 2015)。さらに，2006 年に障害者の権

利に関する条約が採択され，2007 年に特殊教育が特

別支援教育に移行されて以降，特別支援教育には

様々な社会的要請がなされてきた。 

そこで本稿では，小学校の知的障害特別支援学級

(以下，特別支援学級と呼称する)を中心に，特別支

援教育に関する社会的要請や現状を概観・整理し，

課題を考察する。 

 
2.社会的要請 
2.1 法的整備と要請 

2006 年，障害者の権利に関する条約が国連におい

て採択され，障害のある者への権利保障が求められ

た。この条約では後述する合理的配慮やインクルー

シブ教育，ユニバーサルデザインなどが規定されて

いる。それを受け，我が国では様々な法的整備が進
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められてきた。 

2011 年に障害者基本法が改正され，国及び地方公

共団体が障害者の教育に関して推進すべき点として

「適切な教材等の提供」などが挙げられた。 

2013 年に障害者差別解消法が成立し，障害を理由

とした不当な差別的扱いを禁止し，後述する合理的

配慮の提供が公的機関において義務である旨が規定

された。 

その他にも障害者総合支援法の成立や障害者の権

利に関する条約の批准など，今日までに様々な法的

整備がなされてきた。 

 
2.2 合理的配慮 

 障害者の権利に関する条約や障害者基本法等には

障害を持つ者への「合理的配慮」が示されている。   

障害者の権利に関する条約では合理的配慮は「障

害者が他の者と平等にすべての人権及び基本的自由

を享有し，又は行使することを確保するための必要

かつ適当な変更及び調整であって，特定の場合にお

いて必要とされるものであり，かつ，均衡を失した

又は過度の負担を課さないものをいう」と定義され

る(木舩, 2014)。 

合理的配慮は文部科学省(2012b)によれば「精神的

及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ，

自由な社会に効果的に参加することを可能とすると

いった目的」で決定される。 

学校教育における合理的配慮の例として文部科学

省 (2010)は「一人一人の状態に応じた教材等の確

保」「障害の状態に応じた専門性を有する教員等の配

置」などを挙げている。 

文部科学省(2012c)では合理的配慮に関して「障害

のある子どもに対し，その状況に応じて，学校教育

を受ける場合に個別に必要とされるもの」と，個別

に配慮すべきものであることが示されている。 

このように，障害児者の発達や社会参加等を目的

に，個々の児童に応じて合理的配慮を行うことが求

められている。 

 

2.3 インクルーシブ教育 

 障害者の権利に関する条約では，インクルーシブ

教育の制度を確保することが求められた (木舩 , 

2014)。このインクルーシブ教育に関して文部科学省

(2012a)では，「人間の多様性の尊重等の強化，障害

者が精神的及び身体的な 能力等を可能な最大限度

まで到達させ，自由な社会に効果的に参加すること

を可能とする」との目的の下，「障害のある者と障害

のない者が共に学ぶ仕組みである。」と定義され，今

後のインクルーシブ教育に関する推進政策が示され

た。 

特別支援教育に関する学会である，日本特殊教育

学会の 2016 年度大会のテーマは「インクルーシブ教

育の時代における Special Education」であった(日本

特殊教育学会第 54 回大会準備委員会, 2016)。また，

特別支援教育に関する我が国唯一の国立研究所であ

る国立特別支援教育総合研究所に，インクルーシブ

教育システム推進センターが設置されるなど，推

進のための施策が進められている。このようにイ

ンクルーシブ教育に関する研究を推進しようと

いう動向が見られる。 

庄司(2015)ではインクルーシブ教育を障害児教育

の課題ではなく教育全体の課題とし，障害児だけで

はなく健常児にとっても有益であるとの見解が示さ

れた。 

このように，障害児と健常児が共に学ぶことがで

きる社会が求められているが，藤井(2014)では，教

員においてインクルーシブ教育に関連する用語の知

名度が低いことが報告されている。また，小野(2005)

ではイギリスと日本のインクルーシブ教育の比較が

なされたが，イギリスでは障害児向けの学校が減少

しているにも関わらず，日本では障害児向けの学校

(学級)が増加していることが示されている。 

 

2.4 交流および共同学習 

 特別支援学級，あるいは特別支援学校に在籍する

児童のインクルーシブ教育の形態として，通常の学

級と交流する，あるいは共同で学習する「交流およ

び共同学習」がある。 

2013 年に改定された障害者基本法では「障害の有

無によって分け隔てられることなく(中略)共生する

社会を実現」するための施策推進が示された。また，

同法では「可能な限り障害者である児童及び生徒が

障害者でない児童及び生徒と共に教育を受けられる
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よう配慮」し，障害のある者と無い者の「交流及び

共同学習を積極的に進める」と定められた。 

小学校学習指導要領(文部科学省, 2008a)には「小

学校間，幼稚園や保育所，中学校及び特別支援学校

などとの間の連携や交流を図るとともに，障害のあ

る幼児児童生徒との交流及び共同学習や高齢者など

との交流の機会を設けること」と示されており，交

流および共同学習が求められている。 

杉本(2014)は，交流及び共同学習は，通常学級へ

就学できなかった子どもの保護者が感じる疎外感を

やわらげる役割を果たすと述べている。 

 しかし，池田(2010)では，一部の自治体での交流

実施学校数の少なさが指摘されている。吉利・手島・

小宮・藤井(2001)のように，通常学級の教員が障害

児を受け入れることに消極的であるとの指摘もある。 

細谷(2011)では交流及び共同学習に関して特別支

援学級の教員を対象とした調査がなされ，小学校で

は約 6 割の教員が付き添いに行くことに課題を感じ

ており，交流等を実施せずに特別支援学級にのこる

児童の対応に課題を感じている教員も 4 割を超えて

いた。 

交流に行く児童と行かない児童，双方に限られた

人手で充実した指導を行うために，交流に行く児童

は通常学級担任が指導し，特別支援学級担任は交流

に付き添わずに特別支援学級に残った児童の指導に

あたるという方法が考えられるが，そのためには通

常学級担任との連携が必要である。しかし，以下の

ように連携を図るための時間が不足しているとの指

摘も多い。 

星野・佐藤(2011)では特別支援学級の教員への調

査から，交流先の担任との打ち合わせ時間がとれな

いことに課題が生じていることが明らかになった。 

遠藤・佐藤(2012)では，通常学級担任，特別支援

学級担任の双方が，交流に関する打合せ時間の不足

を感じていることが指摘されている。 

渡辺(2010)では，特別支援学級担任と通常学級担

任との連携が重要であるにも関わらず，現場の多忙

さからその時間を確保することが困難である現状が

明らかになっている。 

以上のことから，教員の多忙さと時間の不足は，

インクルーシブ教育の実践形態の一つである交流お

よび共同学習の障壁となりうると考えられる。 

 

2.5 ユニバーサルデザイン 

障害者個人への配慮ではなく，万人に有用なデザ

インをなすべきであるという考え方をユニバーサル

デザイン(以下，UD)という(木舩, 2014)。障害者の権

利条約ではこの UD が求められている。 

UD は 建 築 業 界 で 生 じ た 概 念 で あ り ，

Burgstahler(2009)によれば，UD の原則は(1)公平な利

用，(2)利用における柔軟性，(3)単純で直感的な利用，

(4)認知できる情報，(5)失敗に対する寛大さ，(6)少な

い身体的な努力，(7)接近や利用のためのサイズと空

間，以上の 7 点である。小学校教員の多くが UD を

意識して指導しているとの調査結果(片岡, 2015)も

存在することから，広く認知されている社会的要請

であると考えられる。 

阿部(2016)では，UD について教育現場の立場から，

「全員参加」「すべての子に」という側面が強調され

てきたために教育現場の現状を鑑みると実現困難で

あり，「より多くの子を」支える UD とすることで取

り組みやすくなるとの見解が示された。このように，

UD の教育現場における実践では，万人を対象とす

るのではなく，障害の有無や種類に関わらず「より

多く」の児童に有用な指導をすべきであるとの立場

がある。 

小学校通常学級対象のものであるが，阿部(2014)

によれば教育の UD は，授業の UD 化・人的環境の

UD 化・教室環境の UD 化，以上の三点によって構

成される。その中でも授業の UD は桂・廣瀬(2012)

では「参加」「理解」「習得」「活用」からなる階層構

造で示されている。 

阿部(2015)では，授業の UD 化に必要な技術とし

て(1)イラスト等による視覚化や演出の工夫で児童

を「ひきつける」，(2)学習する事柄を「むすびつけ

る」，(3)児童の理解がぶれないように「方向づける」，

(4)授業の進行を止めて全児童の理解度を「そろえ

る」，(5)多くの子に「わかった」と実感させる，以

上の 5 点が示されている。 

埼玉県立総合教育センター(2013)では，UD を取り

入れた授業のポイントとして(1)場の構造化，(2)刺激

への配慮，(3)ルールの確立，(4)生活の見通し，(5)
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授業の見通し，(6)授業の組み立て，(7)板書の工夫，

(8)集中・注目させ方，(9)指示の出し方，(10)参加の

促進，(11)個人差への配慮，(12)学級モラルの形成，

以上の点が示されている。 

このように，UD の教育への応用に関して様々な

方法が紹介されてきた。 

通常学級向けに授業の UD 化に関するノウハウを

紹介する書籍も多いが，長澤(2012)など，自閉症ス

ペクトラム障害の児童への対応に UD を活用するこ

とも紹介されている。また，特別支援学級は基本的

に 1 学級の定員が 8 名であり，複数の児童に同時に

指導することになるため，指導において個別化だけ

ではなく UD の観点も必要であると考えられる。さ

らに，環境の構造化や刺激量への配慮など，

Fovel(2002)などの実証研究を土台とした障害児教育

の手法と共通する点が存在する。 

以上のことから，特別支援学級でも同様に UD 化

は必要であると考えられる。 

 

2.6 社会的要請の関連性 

 落合(2010)では教育の UD 化がインクルーシブ教

育に資するとの見解が示されている。 

山中(2008)ではインクルーシブ教育の実現に対し，

合理的配慮を生かした教育環境整備が意味をもつと

の見解が示されている。 

 阿部・佐藤・船越・田中・青柳・川合(2016)では

インクルーシブ教育のための合理的配慮について考

察されており，大分県における実践事業が紹介され

ている。 

工藤(2016)ではユニバーサルデザインに基づく基

礎的環境整備が合理的配慮の土台となることが示さ

れている。 

これらのことから，社会的な要請は相互に独立し

て存在するものではなく，相互に関連して併存して

いると考えられる。 

 

3.特別支援学級の教育 
3.1 学習指導要領 

 学習指導要領は文部科学省が告示する各学校の教

育課程の基準であり，教育の目標や内容等が示され

ている。特別支援学級は小学校内に設置される学級

であるため，小学校学習指導要領 (文部科学省 , 

2008a)に準拠しつつ，児童の実態に応じて特別支援

学校学習指導要領(文部科学省, 2009a)を参考とする

ことになっている。 

しかし，小学校・特別支援学校の学習指導要領に

表 1 学習指導要領の比較(国語「書くこと」) 

特別支援学校 知的障害 第 3 段階 

(文部科学省, 2009a) 

小学校 第 5,6 学年(文部科学省, 2008a) 

(4)簡単な語句や短い文を平仮名などで書く 

（1） 書くことの能力を育てるため，次の事項について指導する。 

 ア 考えたことなどから書くことを決め，目的や意図に応じて，書く事柄を収集し，全体を見通して事柄を整

理すること。 

イ 自分の考えを明確に表現するため，文章全体の構成の効果を考えること。 

ウ 事実と感想，意見などとを区別するとともに，目的や意図に応じて簡単に書いたり詳しく書いたりするこ

と。 

エ 引用したり，図表やグラフなどを用いたりして，自分の考えが伝わるように書くこと。 

オ 表現の効果などについて確かめたり工夫したりすること。 

カ 書いたものを発表し合い，表現の仕方に着目して助言し合うこと。 

（2）（1）に示す事項については，例えば，次のような言語活動を通して指導するものとする。 

 ア 経験したこと，想像したことなどを基に，詩や短歌，俳句をつくったり，物語や随筆などを書いたりする

こと。 

イ 自分の課題について調べ，意見を記述した文章や活動を報告した文章などを書いたり編集したりすること。 

ウ 事物のよさを多くの人に伝えるための文章を書くこと。 
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は，記述量と内容に大きな差がある。ここでは一例

として国語の筆記に関する内容について考える。学

習指導要領における国語の内容は「話すこと・聞く

こと」「書くこと」等のカテゴリによって構成されて

いる。特別支援学校学習指導要領では知的な水準に

応じた 3 段階の内容が示されているが，最も知的な

水準の高い児童向けの「書くこと」に示されている

のは「簡単な語句や短い文を平仮名などで書く」と

いう一文のみである。一方小学校学習指導要領は学

年ごとに示されているが，高学年では「考えたこと

などから書くことを決め，目的や意図に応じて，書

く事柄を収集し，全体を見通して事柄を整理するこ

と」などの 6 つの内容と，3 つの活動例が示されて

いる(表 1)。他の指導内容，他の教科に関してもこの

ような記述量や内容の大きな差がみられる。 

文部科学省(2005)で通常学級に在籍している児童

生徒の障害種として 6%程度の発達障害が挙げられ

たが，知的障害は含まれていない。文部科学省(2005)

によれば全学齢児童生徒の中で特別支援学級に在籍

する児童生徒の割合は 1%以下である。故に小学校

学習指導要領は主として，通常学級在籍児童，すな

わち知的障害でない児童向けに作成されたものであ

ると考えられる。特別支援教育総合研究所(2014)で

は特別支援学級の中で，IQ75 以上の知的障害を伴わ

ない児童は 15%前後であり，残りの大部分が知的障

害を伴う児童であることが報告されている。 

これらのことから特別支援学級に多く在籍する知

的障害児に対し，小学校学習指導要領に示された内

容を直接適用して指導することが不適切である可能

性もある。 

横浜版学習指導要領(横浜市教育委員会, 2009)の

ように，習得が困難な児童への指導内容に関する具

体的な記述があるものも存在するが，これは一部地

域に限定されており，全国的に効力を有するもので

はない。 

渡辺(2010)では特別支援学級に在籍する知的障害

や自閉症の児童を対象に，文字・書き言葉の習得状

況が調査されたが，ほとんどの児童が小学校低～中

学年までに文字を使った叙述が可能な段階に達する

ことが報告されている。このことから，特別支援学

級在籍児童は特別支援学校学習指導要領の「書くこ

と」に示された内容を，早ければ低学年の内に達成

する可能性があると考えられる。 

田中(1969)や井田・田中(1986)，梅谷(1975)，梅谷・

生川・堅田(1977)など，定型発達児と知的障害児の

学習の特性や発達過程に質的な差があることを示唆

する実証研究も多く「特別支援学級の第 6 学年児童

に，小学校の第 1，2 学年の内容を指導する」という

ように，下学年の内容を適用することが必ずしも適

切ではない可能性も存在する。 

しかし，特別支援学級向けに作成された学習指導

要領は存在しないため，小学校・特別支援学校の学

習指導要領から教員の裁量で目標や内容を選択・設

定する必要がある。 

特別支援教育総合研究所(2014)では特別支援学級

担任は半数以上が特別支援学級(あるいは特別支援

学校)の担任経験 5 年未満であり，担任の特別支援学

校(あるいは養護学校)教員免許の保有率は 4 割程度

であることが報告されている。 

以上のことから，経験・知識の乏しい教員が多い

と考えられ，教員の裁量で目標や内容を設定するこ

とに負担が生じている，あるいは適切な目標や内容

の設定がなされていないケースが生じている可能性

もある。 

 

3.2 教科書 

小学校通常学級では，検定制度によって，文部科学

省が検定した教科書が使用される。一例として国語

表 2 一般図書の分類(冊) 

(東京都教育委員会, 2013; 千葉県教育委員会, 2014; 北海道教育委員会, 2016) 

絵本（幼児知育向け含む） 知的障害児向け教材 その他 合計 

東京都 128 6 3（塗り絵，辞典） 137 

千葉県 32 7 4（カード，練習帳） 43 

北海道 55 7 4（カード，辞典，練習帳） 66 
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では 2017 年度には 5 社から，教科書が出版，検定さ

れた。 

特別支援学校小学部の知的障害部門向けには，文

部科学省が発行した教科書が存在する。小学部の国

語用として難度別に「☆」「☆☆」「☆☆☆」の 3 冊

が発行されている。 

しかし，特別支援学級向けの検定教科書や文部科

学省著作図書は存在しない。各学校では通常学級用

あるいは特別支援学校用の教科書を使用するか，一

般図書の配本制度を使用することになる。一般図書

とは，学校教育法附則第 9 条に基づいて，教科書の

代用として配布される市販の図書である。 

表 2 に自治体のホームページで公開されている，

東京都，千葉県，北海道の一般図書のリスト(東京都

教育委員会, 2013; 千葉県教育委員会, 2014; 北海道

教育委員会, 2016)の内訳を示した。大多数が物語や

幼児知育向けの絵本であり，知的障害児の授業での

使用を前提に開発された図書はわずかである。カー

ドや辞典，練習帳などの図書以外のものまでもリス

トに含まれている。さらに，自治体間で選択できる

図書の数には格差が生じている。 

 以上のように小学校通常学級では検定制度によっ

て一定の質をもった教科書が保障され，特別支援学

校では文部科学省が発行した教科書が存在するが，

特別支援学級ではそのいずれかを選択するか，検定

を経ていない市販の図書を使用することとなる。知

的障害児向けの教材として開発された市販の図書は

少ない。 

牟田・安藤・是永・月森・木下(2016)では，イン

クルーシブ教育に対する教員の意識が調査された。

その中で，適切な教材がすぐ使えることがインクル

ーシブ教育推進のために必要であるとの回答が大部

分であった。このことから，知的障害児向けの教材

の少なさは，インクルーシブ教育の推進に関して障

壁となる可能性があると考えられる。 

 

3.3 文科省の見解 

 以上のように，特別支援学級には専用の学習指導

要領や教科書がない。その現状の理由を文部科学省特

別支援教育課指導係に E メールによって問い合わせた

ところ，現状の制度では，児童生徒の障害等の状態に

応じ，法の範囲内で一般図書などの選定・使用を実施

することが定められているとの回答であった。 

 

3.4 指導の個別化  

特別支援学級に在籍する児童には一人一人に対す

る「個別の指導計画」と「個別の教育支援計画」の

作成が求められている。特別支援教育総合研究所 

(2014)によれば，特別支援学級における個別の指導

計画の作成はほぼ全ての学級で実施されている。ま

た，小中学校や特別支援学校の教員の中で「特別支

援教育コーディネーター」が指名され，特別支援教

育に関する関係機関，関係者間の連携調整等を担っ

ている(山本, 2011)。特別支援学校学習指導要領解説

(2009b)には児童の興味・関心や得意な面を考慮して，

教材・教具を工夫すべき旨が示されている。 

このように制度の上では，障害児一人一人に応じ

た指導・支援をするシステムが整備されつつある。 

しかし，個に応じた指導は十分に実施されていな

い可能性もある。小学校教員を対象とした調査（日

本標準教育研究, 2013)では多くの小学校の教員が授

業の準備時間に不足を感じており，子どもと向き合

う時間的余裕が乏しいことが報告されている。特別

支援学級担任のみを対象として授業の準備時間を調

査した研究は発見できないが，同様に時間が不足し

ている可能性がある。 

 秋山(2004)や下無敷・池本(2006)など，このような

特別支援教育の制度に対して小中学校の教員が負担

を感じているとの調査報告もある。下無敷・池本

(2006)のように，特別支援教育に関する校内委員会

が十分機能していない現状も報告されている。 

また，特別支援教育総合研究所(2014)によれば，

知的障害特別支援学級には知的障害児と一緒に自閉

症児も数多く在籍しており，且つ複数の学年の児童

が同時に在籍することが一般的である。 

 以上のことから，学級に在籍する児童の人数は少

ないが，様々な特性で且つ異学年の児童に同時に指

導するために，児童の認知特性に個別に対応した指

導方法をとることに困難が生じている可能性がある。 

 

3.5 専門性の要求 

特別支援学級の担任には，専用の教員免許状が存
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在しないために，必要な教員免許状は小学校の教員

免許状である。先述のように特別支援教育総合研究

所(2014)では特別支援学級担任の内，約半数の教員

が特別支援学校の教員免許状を持っていないことが

報告されている。このことから障害児への教育に関

する専門的な知識がないままに特別支援学級の担任

を行っているケースも多いと考えられる。 

河村(2011)では特別支援学級担任に対し，特別支

援学校の免許状を積極的に取得する他，研修等を受

講して専門性を高めるべきであることが指摘されて

いる。 

このように，専門的な訓練を経ずに特別支援学級

の担任となるケースが存在する。そこで，教員にな

った後に研修等によって専門性を高める必要性が生

じるが，それもまた，教員の多忙化の要因となりう

ると考えられる。 

 

4.特別支援学級の課題 

以上のように，障害児者に関連した法的整備が進

み，特別支援教育には様々な社会的要請がなされて

いる。しかし，交流及び共同学習について，教員の

多忙と時間の不足が推進の障壁となっている現状が

明らかになっている。合理的配慮も個々の児童に応

じて配慮すべきであるために，1 学級の児童数が 8

名である特別支援学級での対応には，相応の時間と

労力を要する可能性が存在する。 

個に応じた指導が求められる今日であるが，教育

現場の多忙さや時間の不足から，一人一人の特性に

応じて別個に指導を計画，教材を作成し，個別に授

業を行うことに困難が生じている可能性が存在する。 

以上のように，教員の多忙と時間の不足が原因と

なり，多様な社会的要請に応じることが困難になっ

ている可能性が存在する。 

 このような現状の中，特別支援学級向けに作成さ

れた学習指導要領は存在せず，指導の目標や内容の

選択・決定は教員の裁量に委ねられている。しかし，

担任の半数は特別支援学校免許状を持たず，経験年

数が少ない者も多い。特別支援学級向けの教科書は

作成されておらず，一般図書も多くが教材として開

発されたものではない絵本等である。このことから，

障害者基本法に定められた「適切な教材等」の提供

に不足が生じている可能性がある。適切な教材を自

作する場合にはより多くの時間が必要になることも

想定できる。 

 以上のような状況を改善するために，教員の多忙

化や時間の不足の解消，あるいは特別支援学級向け

の教材開発の推進などが必要であろう。 
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